
 

 

令和７年度 事業報告 

 

令和７年度においては、定款に基づき、事業の効率的な執行に努めながら、事

業効果の最大化を目指し、以下の４つの事業を実施しました。 

 

１ 調査研究事業 

建設業では、就業者の減少や高齢化の進行等により担い手の確保が大きな

課題となっています。また、地方から都市への人口流出の影響を受け、地域の

インフラを支える建設技術者も減少傾向にあります。こうした地域建設業が

抱えている課題や実情を把握するとともに、受発注者の担い手確保に向けた

方策を調査するため、「高齢技術者の活躍支援により地域建設業が抱える課題

を改善した優良事例調査」及び「地域建設業における監理技術者数の現状と将

来の増減予測並びに技術者確保へ向けた受発注者の取り組みに関する調査(中

間とりまとめ)」を実施しました。 

「高齢技術者の活躍支援により地域建設業が抱える課題を改善した優良事

例調査」については、高齢技術者が持つ経験と知見を、現場支援や若手をはじ

めとする技術者への技術継承等に活かし、担い手確保に取り組んでいる地域

の建設会社にヒアリングを行い、処遇改善等の好事例と今後の課題をとりま

とめました。 

「地域建設業における監理技術者数の現状と将来の増減予測並びに技術者

確保へ向けた受発注者の取り組みに関する調査(中間とりまとめ)」については、

都道府県別の監理技術者資格者証保有者数のデータを基に、監理技術者数の

将来予測を行い、特に監理技術者の減少が著しい北海道及び徳島県における

発注者の認識や取組み等について調査するとともに、両道県の受注者に対し

ても監理技術者減少の現状及び将来の課題についてヒアリングを行いました。

当調査につきましては、引き続き令和８年度も、監理技術者の減少が著しい地

域を選定し、同様の調査を実施する予定です。 

なお、これらの調査研究につきましては、ホームページで公表するとともに、

関係機関にも配布しました。 

 

２ 建設技術者等情報提供事業 

建設工事において最も重要な役割を担う建設技術者に対して、引き続き、技

術力及び知識の向上につながる情報を、インターネットサイト「コンコム」及



 

 

び「技術力向上セミナー」を通じて提供しました。 

（１）インターネットサイト「コンコム」の充実とＰＲ強化 

① コンテンツ内容の充実と新規コンテンツの開設 

４月より新規コンテンツ「インフラ温故知新～地域とインフラを考え

る」を開始しました。 

② サイト利用者（アクセス件数）の更なる増加に向けたＰＲ強化 

令和７年度の調査研究の対象とした北海道及び徳島県の各建設業協会

加盟の建設会社に対して、現地ヒアリングの際にコンコムのＰＲを行い

ました。また、新たな試みとして、山形県、石川県、長野県、千葉県、大

阪府、愛媛県、島根県、鹿児島県の各協会ホームページにコンコム PR の

バナーを掲示しました。さらに、地方の建設技術者に対して直接的な PR

を行うため、東北、中部の各建設技術展に出展し、コンコムの活用方法等

を紹介しました。 

（２）地方の建設技術者に対する「技術力向上セミナー」の実施 

情報入手の機会の少ない地方の建設技術者を対象とした「建設技術者の

ための技術力向上セミナー」を、岐阜県岐阜市（４月）にて開催しました。 

併せて、参加の技術者に対して、コンコムの PR を実施しました。 

 

３ 監理技術者資格者証交付事業 

（１）監理技術者資格者証の交付に関する業務 

① 令和７年度の監理技術者資格者証の交付件数は、144,050 件（新規

32,838 件、更新 101,012 件、追加 8,060 件、書換 885 件、再交付 667 件、

再発行 588 件）となり、年度末時点の監理技術者資格者証の保有者数は、

686,875 名となりました。 

なお、申請方法別では、電子申請による受付件数が 92,999 件となり、

電子申請率は、過去最高（64.6％）となりました。 

② 所属建設業者名等の変更届出件数については、13,175 件でした。 

（２）システムの更改 

パソコンやスマートフォン等のデバイスに応じて WEB 画面の表示を自

動的に切り替える機能や改正建設業法施行規則の対応で追加された「書換」

「再発行」の手続きに応じた機能を実装するとともに、更なるセキュリティ

対策を講じたシステムを整備し、令和７年５月１９日に運用を開始しまし

た。 

 



 

 

（３）実務経験の審査に関する事務効率化 

実務経験による申請については、令和３年 10 月より、書面申請に加えて

電子申請を導入したことから、支部等を経由してなされている書面申請が

大幅に減少し、支部等における実務経験の審査事務の効率化が図られまし

た。 

（参考）実務経験による交付件数の推移 

受付機関 令和 4 年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

本 部（電子申請） 700 954 727 857 

支部等（書面申請） 847 791 546 437 

 

４ 技術者資格情報等提供事業 

公共工事の入札及び契約の適正化に資するため、発注者支援データベース・

システム（注）を通じて、機関数としては過去最高の 650 機関の公共工事の発注

者に対して、建設業者の資格審査や施工体制の確認等に必要な技術者資格情

報等の提供を行いました。 

（参考）利用機関の状況 

利用機関 令和 6 年度末 令和 7 年度末 増減 

国 16 16  

都道府県・政令市 57 57  

独法等 6 5 減 1 

市町村・公社等 563 572 増 9 

合  計 642 650 増 8 

（注）発注者支援データベース・システムとは、以下の２つのシステムの総称 

① 企業情報直接提供システム 

当センターから、インターネット回線を使用して独自に検索システムを有して

いる発注機関に対して、必要な情報を直接提供するためのシステム。 

② JCIS 検索システム 

当センターから、インターネット回線を使用して独自の検索システムを有しな

い発注機関に対して必要な検索結果を提供するためのシステムで、一般財団法人

日本建設情報総合センターと共同で実施。 

 

 

 



 

 

附 属 明 細 書 

 

 

 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第３項が規

定する附属明細書の内容とすべき「事業内容を補足する重要な事項」はありませ

ん。 

 

 

 

［参考］一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

第三十四条 法第百二十三条第二項の規定により作成すべき事業報告及びその附属明細書については、こ

の条の定めるところによる。ただし、他の法令に別段の定めがある場合は、この限りでない。 

２ 事業報告は、次に掲げる事項をその内容としなければならない。  

一 当該一般社団法人の状況に関する重要な事項（計算書類及びその附属明細書の内容となる事項を除

く。）  

二 法第七十六条第三項第三号 及び第九十条第四項第五号 に規定する体制の整備についての決定又

は決議があるときは、その決定又は決議の内容の概要  

３ 事業報告の附属明細書は、事業報告の内容を補足する重要な事項をその内容としなければならない。  

 

 

 


